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ザインと回収率 (第１節), 手法の多様化 (第２節), 調査票作成 (第３節),
国際比較調査への対応 (第４節), データ公開 (第５節), 調査の継続性
(第６節) などを取り上げる｡ これらについて筆者がこれまで関与した
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(１) 本稿に関連して筆者が関わったプロジェクトは JES II (研究助手とし
て), 同 IV, V, Asian Barometer日本調査チーム (2nd and 3rd round),
Comparative Study of Electoral Systems日本調査チーム (Module 2, 3, 4),
早稲田大学 CASI (Computer-Assisted Self-administered Interview) 式調査
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(２) JES調査に先行する日本人有権者を対象にした投票行動の全国調査と
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(４) なお比較のために第Ⅲ期における第１回調査 (2001年参院選後実施)
を見ると, 回収不能数939件中の調査協力拒否は412件 (43.9％), 一時不
在が360件 (38.3％) となっている (池田ほか, 2002)｡
(５) このようなウェイトの作成は後述する国際比較調査への対応において
求められることもしばしばである｡
(６) 実際に面接調査を行った日時, 面接調査にかかった時間, 訪問回数な




(http : //www.stat.go.jp /data /kokusei / 2015 / shiken2 / index.htm) 参照｡
表２ JES調査各期における第１波面接調査回収率
JES 調査時期 回収率 標本数 備考
Ⅰ 1983参後 70.10％ 2525
Ⅱ 1993衆前 75.20％ 3000
Ⅲ 2001参後 68.70％ 3000
Ⅳ 2007参後 45.20％ 3705(*)













ズすることで回答順序効果を減殺できる (今井, 2013)｡ ②回答者が直接
設問への回答を入力するため, 調査員による面接では答えにくいような質
問に回答してもらいやすいと推測される (西澤・栗山, 2010；飯田,






























粗雑な回答 (satisficingと呼ばれる, Krosnick 1991) の問題が指摘されて
いる｡ このような粗雑な回答に対する対応策については三浦・小林
(2015) が参考になる｡ 第２に, 調査への協力依頼を面接調査ほど強くは
行なえない｡ この点は訓練された優秀な調査員による面接調査に劣る点で
あろう｡ JESVは面接, ネット, 郵送を併用しているため, 調査によって
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ないかもしれない｡
(12) ウェブサイトは http : // electionstudies.org /.
て用意されている紙幅は有限であり, 共同研究者はその紙幅を争うゼロサ
ム・ゲームに参加せざるを得ない｡ また斬新かつ理論的に重要であっても,










ア (Arthur Lupia), スタンフォード大学からはジョン・A・クロズニック




二人のリーダーシップのもとで ANES プロジェクトは新たに Online





する｡ 提出されたプロポーザルは ANES Boardのメンバーが数週間をか
論
説
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(13) ANES調査におけるミシガン大学とスタンフォード大学の共同パート
ナーシップは現在も継続しており, ミシガン大学からは Vincent Hutchings,











るための目玉として Online Commonsを提起したと言えなくもない｡ 質
問票作成過程を公開し, そこへの参加を促し, 研究者間の対話を進めその
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(14) 現在この Boardには25名の研究者が名を連ねており, John H. Aldrich
が議長を務めている (http : //www.electionstudies.org /overview/Current
Board.htm)｡
(15) ｢例えば米国の NESと日本の JESでは予算的に一桁異なる｣ (相田・
池田, 2005, 6)｡
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もある｡ たとえば CSES (Comparative Study of Electoral Systems) Module
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国の研究者と情報交換を行うことは知的な刺激も大きく楽しい経験である｡
(19) CSESのウェブ・サイトは www.cses.org. 代表的なアウトプットとし
て Klingemann (2009) がある｡ 邦語の日本データは Module 1が JEDS 96
データ (http : // ssjda.iss.u-tokyo.ac.jp /gaiyo /0093g.html), Module 2が JES
III 2004年参院選後調査 (http : // ssjda.iss.u-tokyo.ac.jp /gaiyo /0530g.html),
Module 3 が ｢アジアンバロメーター 2＋CSES 3 パネル調査 , 2007｣
(http : // ssjda.iss.u-tokyo.ac.jp /gaiyo /0657g.html) にある｡ Module 4の調査
は2010年に, 池田謙一を研究代表者とする ｢国際比較のための価値・信頼・
政治参加・民主主義指標の日本データ取得とその解析研究｣ プロジェクト
















ガン大学に拠点を置く ICPSR (Inter-university Consortium for Political
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(20) なお私事ながら筆者は CSES Module 5 Planning Committeeに参加す
ることとなった (http : //www.cses.org / announce /newsltr / 20140409.htm)｡
Module 1と 2の Planning Committeeには西澤由隆, 3と 4には池田謙一
の両氏がそれぞれ参加されていた｡ 前任者, 前々任者に比して甚だ非力な
ので, 関係各位のご助力を希う次第である｡
(21) http : //www.bokutakusha.com/ ldb / ldb_databank.html｡ また運営にあたっ
ている坂口節子 (木鐸社) によるコメント (坂口, 2007) も参照されたい｡
(22) 現在は東京大学社会科学研究所附属 ｢社会調査・データアーカイブ研
究センター｣ によって SSJデータアーカイブ (SSJDA) が運営されている
(http : // ssjda.iss.u-tokyo.ac.jp /pdf /Brochure.pdf)｡
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には, アメリカ政治学会から研究者に議会への働きかけを呼び掛けるメー
ルが飛び交った｡
(25) http : //www.res.kutc.kansai-u.ac.jp / JES / index.html.
(26) データ公開作業についての具体的な記述として遠藤・日野 (2013) が
貴重である｡
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論説
Current Situation of Election Surveys in Japan
Masahiro YAMADA
For studies of election and public opinion, survey researches to voters
have contributed. But, now we face various challenges in promoting election
survey in Japan. The aim of this article is to make clear the current situation
of election surveys in Japan, and discuss the tasks for the future in this field.
For the purpose of this article, here we break down the issue to six topics ;
(1) sampling designs and response rates, (2) diversification of the methods,
(3) designing of questionnaires, (4) cross-national survey, (5) publication
of datasets, and (6) continuity of survey projects. After discussing each
topic, as a tentative conclusion, we emphasize the efforts of coordination to
escape from ‘the tragedy of commons’ in survey research.
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